

































を複数の生産ブロック (：) に分解し, それぞれの活動に適した立地条件
のところに分散立地させること｣ と定義される (木村 [])｡ このフラグメンテーションが
増加している理由は, サービス・リンク・コスト () が下がったことに



















とを明らかにする｡ また, 東アジア地域主義の台頭に伴い, レント政策の有効性が低下したこ
とを指摘する｡ そして, ｢おわりに｣ で本稿の結論を提示する｡
第節 の低下要因
 先行研究
の低下要因については, 小島 [		] が手際よくまとめている｡ この研究によると, ①
運送費の逓減, ② 通信費の低下, ③ 制度の改善, これらつのルートから, は軽減され
る｡ 以下ではこれらのルートを検討することにしよう｡
つ目のルートは, 運送費の逓減である｡ 小島 [		] は, 世紀末の鉄道と蒸気鉄船の出
現, および第一次世界大戦後からの自動車と航空機の普及によって, 運送費が費用と時間の両
面で大幅に低下したことを指摘している｡ また, 	年代中頃からのコンテナ物流の普及と







動の効率化に大きく寄与した｡ の導入は, 製品開発, 部品調達, 生産, 在庫管理, 顧客
渡 辺 正
――
管理などの効率化と質の向上をもたらした｡ また, 革命それ自体が, 巨大な規模の経済
を生み出し, 情報伝達費用の著しい低下を招いた (小島 [])｡
運送費と通信費の低下は, 現実の経済データからも見て取れる｡ 図－は, 導入当初の水
準をとした場合の輸送・コミュニケーションコストの時系列的な変化を示している｡ この








































つ目のルートは, 制度の改善である｡ 制度の改善とは, 国境を超えるヒト, モノ, カネ,
サービスの移動に対する障壁の軽減ないし撤廃である｡ 小島 [] は, 関税・非関税の貿易
障壁の軽減・撤廃に加えて, 資金, 経営資源, およびヒトの国際的移動の自由化が促進されな







認できる｡ このことは, 発展途上国を巻き込みながら, およびのラウンドを積




また, [] は, が算出した製品市場規制指標を
年と年で比
較し, 全加盟国においてその指標の値が減少していることを明示している｡ すなわち,
製品市場の規制緩和が進んでいることを見て取れる｡ 加えて, 後でも言及するが, 年以
降に東アジアで自由貿易協定 () や経済連携協定 ()
) の締結が急増していることも,
制度の改善に寄与していると考えられる｡
これまでの論議から, 上記のルートを通じて, 国際取引への障壁が軽減し, が大幅に
























ている反面, 数多くの優遇措置) が与えられている｡ 輸出加工区内の企業が原材料, 資本財,
部品・中間財を輸入する場合, 関税が免除あるいは減免される｡ ただし, これについては, 輸
出加工区内の企業が全輸入品を輸出製品の生産に用いることが条件となる｡ また, 輸出加工区
内の企業については, 法人税と所得税が減免される｡ そして, これら以外にも, 輸出貸出の優










れることが多い｡ もしくは, (必ずしも厳密とは言えないが) ある意味で正常な水準を上回る
所得のことを指すと考えてもよい ([])｡ ここで, 輸出加工区の内と外
に分かれて, まったく同じ条件下で生産活動を行う外資系企業を想定しよう｡ 当然のことなが
ら, 輸出加工区内の企業は優遇措置の分だけ輸出加工区外の企業よりも高い所得を得ることが









) 輸出加工区と同様の機能を持った地域には, 多くの定義と名称が存在する｡ これについても
 [	
] が参考になる｡











































縦軸 (ディスインテグレーション) は, を企業内に留めることをやめて他の企業に任せ
るという意味でのフラグメンテーションを表している｡ 自社内の別の事業所や子会社・合併企
業に仕事を任せるケースであれば, 企業の境界を越えないので企業内フラグメンテーションと
なる｡ これに対して, 下請・協力会社への委託・外注, 各種アウトソーシングを行うケースで
あれば, 企業の境界を越えるので企業間フラグメンテーションとなる｡ を他の企業に任せ
ると, 非効率な内部化を避けて自らの得意な分野に特化できると同時に他企業の強みを自社の





輸出加工区の企業から現地企業への技術移転については, 近藤 [] が参考になる｡ 近藤
はアジアの主要な輸出加工区において, どのような技術移転が観察されたかを検証するべく技
術移転を三段階に分けている)｡ 第一段階は, 技術移転が輸出加工区の内部に留まるケースで
ある｡ このケースでは, 外資系企業が輸出加工区内の工場で従業員の研修や訓練を行い, 新し
い技能や経営ノウハウを身につけさせることが想定されている｡ 第二段階は, 技術移転が輸出
加工区の外部に波及するものの, このことによって育成された地場産業が外資系企業の下請け
段階に留まるケースである｡ そして, 最後の第三段階は, 技術移転が輸出加工区の外部で広範









) 近藤 [] は, 輸出加工区の企業から現地企業への技術移転をまず二段階に区別し, その後, 第
二段階の技術移転をつに分けるという手順を踏んでいる｡















また, 初期の段階では, 輸出加工区と地場産業のリンケージは皆無に等しく, 輸出加工区はほ
ぼ完全な飛び地であった｡ そのため, 輸出加工区の外資系企業に企業内分業を行う以外の選択
肢はなかった｡ 以上の理由から, 初期の段階において, 輸出加工区の外資系企業は, 国際的・
企業内フラグメンテーションという形態で生産を実行したのである｡
そして, 輸出加工区の外資系企業は進出直後から, 既述した第一段階の技術移転を進めなけ
ればならなかった｡ なぜなら, 研修や訓練などの様々な方法を用いて, 現地従業員に技術を伝
授することは, 輸出加工区の外資系企業が現地生産を円滑に展開するうえで必要不可欠であっ
たからである｡ この技術移転の成果は外資系企業の生産効率性の上昇に寄与することから, 主
として外資系企業の側に技術移転を推進するインセンティブがあった (近藤 [])｡ この第
一段階の技術移転については, ほとんどの輸出加工区で一定の成果をあげたと考えられる｡ 輸
出加工区の主要生産工程が労働集約的であることから, 現地の従業員は単純労働に従事するこ
とになり, 技術移転はほとんど起こり得ないという批判が存在する｡ しかしながら, 輸出加工
区では国際競争力を持つ製品を生産することが要件とされるため, 単純作業の反復であっても,
規格化と標準化の徹底による品質管理とそれを実現するための経営管理のノウハウが厳しく求




) 発展途上国が輸出加工区を設置した目的は, 国や時代によって多様であるものの, 初期の目的は,
ここでの論議をまとめると以下のようになる｡ 輸出加工区のレントのおかげで, 外資系企業






題となる｡ これらの課題を実現するべく受入国では, 既述した第二段階の技術移転を進め, 輸
出加工区と地場産業のリンケージ) を構築するという試みがなされた｡ これらの試みが成功




減, 景気変動の調整弁, 労働者争議の対策というメリットをもたらしうる (近藤 [])｡
また, リンケージが構築されると, 輸出加工区の外資系企業と現地企業が受入国内で取引を
開始するので, 国内・企業間フラグメンテーションが行われる｡ すなわち, 第二段階の技術移
転が国内・企業間フラグメンテーションを引き起こすのである｡
ただし, 東アジアの中で, 実際にリンケージの構築を通じて現地調達比率の引き上げに成功







件は, 受入国の①政治的安定, ②マクロ経済の安定, ③治安の安定であった｡ アジアの主要な輸出
加工区はこれらの条件をおおよそ満たしていたので, 初期の目的を達成できた｡ これらの見解は研究
者の間で大方一致している (例えば, 鐡 [		], 藤森 [
])｡ これらの見解において, 第一段階の
技術移転がないにもかかわらず, 初期の目的 (特に, 雇用の増大と輸出の拡大)が達成されるとは考え




) 東アジアの外でいえば, アイルランドがリンケージの構築に成功したと評価されている (
[])｡
藤森 [] によると, 現地調達比率の引き上げを実現するには, 規格化ないし標準化の
徹底により, 国際価格よりも安くかつ安定的に原材料や部品・中間財が供給されなければなら
ない｡ しかしながら, これらの条件を満たすような技術を有する現地企業は, 受入国にほとん
ど存在しなかった｡ その理由を鐡 [] は次のように述べている｡ 一部の例外を除いて, 輸
出加工区で作られた製品の大部分は輸出されていたので, 現地企業は競争にさらされることが
なかった｡ そのため, 現地企業は技術水準の向上に力を注がなかった｡ また, 輸出加工区の外
資系企業が必要とする中間財などは, それまでに国内では需要されることのなかったものであっ
























) この段落の論議は近藤 [] による｡




















の域外加工は, 年代半ばから年代後半までの間, おおよそ一貫して増加し続けた｡ 域
外加工制度の積極的な活用は, 同輸出加工区の輸出拡大と域外加工受託企業の雇用創出をもた












せるためのものである｡ そして, これらと同じようなことは台湾でも行われていたと推測される｡ と
いうのは, 台湾では年代以降, 輸出加工区内で産業構造の段階的な高度化が観察されているから
である (石田 [])｡
) 鐡 [] もこれとほぼ同様のことを指摘している｡
うな制度構築を行った｡ これらのことは, 第二段階の技術移転を促し, リンケージの構築に寄




格差があった｡ 台湾では, リンケージの成果が広範に拡がり, 地場産業が外資系企業の下請け
以上に発展した)｡ そして, このことは今日の情報機器産業の発展に結びついている｡ 一方,
韓国では輸出加工区を通じた地場産業の発展は外資系企業の下請け段階に留まり, それ以上の




ここでの ｢層が厚い｣ とは, 高い専門性を持った多様な中間財企業の存在を意味する｡ この当
時, 台湾経済の中心的な役割を担ったのも, 輸出志向的な中小企業であった｡ 加えて, 台湾で
は年代以降, 輸出加工区の進出企業に占める合弁企業の比重が高まっている｡ 表－は,
台湾の輸出加工区への投資額の推移を示したものである｡ これを見ると, 年代以降, 合
資と国内資本の投資が増加傾向にあるとともに, 外資 (外国資本) の投資が減少傾向にあるこ






年度 国内資本 華僑資本 外国資本 合資 投資額合計 (％) 件数
 	
 
	 	 	 (	) 





 	 	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れは, 輸出加工区が中心であった (朽木 [])｡
ので, 簡易な製造技術に留まることなく高度な生産技術や経営ノウハウの移転も起こりうる｡
すなわち, 技術移転の内容が高度化するのである｡ したがって, 輸出加工区における合弁企業
の比重の高まりは, 現地企業が高度な内容の技術移転を受けていること, およびその拡がりが
期待できることを示唆している｡ このように, 台湾の技術発展は外資系企業からの新技術の導
入に大きく依存し, これが拡散することを通じて, 台湾は経済発展を遂げることができた｡ 台
湾の外資導入金額は, 韓国のそれをはるかに上回った｡
また, 台湾は, 技術移転の第三段階を通じて, 契約や国際下請けを行えるレベルに技
術能力を向上させた｡ や国際下請けは, 国際的・企業間フラグメンテーションに該当す












ンケージの成果は韓国で台湾ほどに拡がらなかった｡ 結果として, 韓国の産業政策では, 輸出
加工区は大きな役割を果たさず, 韓国経済発展の原動力とはならなかった｡ このことは, 台湾
の輸出加工区と対照的であった｡
ただし, 韓国でも台湾と同様にや国際下請けの生産を通じて, 国際的・企業間フラグ
メンテーションが起こった｡ 平川 [] によると, 年の家電部門の輸出に占める
の輸出シェアはカラーテレビが％, が％, 電子レンジが％, 冷蔵庫では

































また, その一環として, 受入国は輸送や通信などのインフラ整備を進めた｡ このことは, 生産・
流通ネットワークの効率性の上昇を招き, そのネットワークに属する企業の輸出 (国際) 競争
力の強化に寄与したと考えられる｡
以上のような流れで, フラグメンテーションの活発化が起こり, 東アジアの国際的生産・流
通ネットワークが急速に形成されていった｡ 安藤 [] によると, 東アジアの国際的生産・
渡 辺 正
――
流通ネットワークは, 一般機械, 電気機械, 輸送機械, 精密機械を含む機械産業を中心とした
ものであり, 次のような特徴を持つ｡ 第に, その存在を無視して東アジアの製造業活動や国
際貿易パターンを語ることができないほど, すでに東アジア各国の経済活動の大きな部分を占







る｡ この表を見ると, どの項目においても, 域内外の貿易額と域内比率は増加しているものの,
域外比率は減少していることを読み取れる｡ そして, 注目するべきポイントは, 機械部品と機
械完成品の域内比率の上昇幅が全商品のそれを大きく上回っており, 機械貿易が域内で急速に





















) () () (
)
機械完成品
域内   
 


















注意 東アジアは日本, 中国, 	
(インドネシア, マレーシア,
フィリピン, タイ), (韓国, 香港, シンガポール)を指




出所 [] の !を抜粋｡
達している｡ これらのことは, 機械部品をはじめとする機械貿易にとって, 域外よりも域内の













である｡ ただし, 分散立地といっても, 実際にはが相対的に低いところに集中する形で,
は立地している (木村 [])｡ このようにして集積ができると, 他の集積とつながる交
通手段がさらに発達し, が一層低下することを通じて, 個別の集積が拡大するだけでなく
個別集積間のつながりができると考えられる)｡ 異なる個別集積間に属する企業, 産業間に










] によると, 実際に, 中国の広州市とベトナムのハノイが, 年に高速道路により
時間で結ばれたり, タイでバンコク新国際空港が年に成田空港の三倍の規模で開港したりしてい
る｡ 広州市とバンコクは自動車産業, ハノイは電気・電子産業, の集積地域である｡ また, アジアで
は交通網の整備が現在進行中であったり, 計画中であったりするものもある｡ これらの交通網の整備
はいずれも, 何らかの形で集積地域へのアクセス改善に寄与するものである｡ 以上のことから, アジ
アでは集積地域周辺のインフラが着実に整備されつつあると考えられ, 集積間の分業ネットワークが
今後さらに誕生したり強化されたりする可能性があるといえる｡
とができる｡ 朽木 [] は, トヨタ関連企業が中国の広州市とその周辺に多数進出している)
ことから, 広州で形成された自動車産業の集積と名古屋の自動車産業の集積とが連携している
ことを指摘している｡ そして, このような集積間の連携をできるだけ多く持つことが, 日本の
地域・産業集積の生き残りを左右するほどに重要であると述べている｡ 岡本 [] は, 集積が
	の域内でお互いに緊密に連携し合っている可能性を次のように指摘している｡ 世紀
開始時点では, 日本の電機・電子産業のうち, 製造事業所はインドネシア, マレーシア, タイ









と考えられていた｡ 実際に, 年以前の東アジアでは, 	自由貿易地域 () 以









部品企業 開発拠点  金融
	地域      
シンガポール      
インドネシア      
マレーシア 
 
    























れている	)｡ すなわち, 協定の深化と広域化が同時並行で起こっている｡ 第に, 経済規模


















シングを主に受託したのは, 集積に属する企業であった｡ 見方をかえると, アウトソーシング
は集積に属する企業を目がけて行われた｡ 木村 [




	) ＋とは, 東南アジア諸国連合 () に日本, 中国, 韓国, オーストラリア, ニュー














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る｡ 受入国が競って外資系企業を誘致する中で, これらの政策課題を実現するには, 外資系企
業にとって魅力的なビジネス環境が提供されなければならない｡ 受入国が企業を選別できた輸
出加工区の時代とは異なり, 現在は, 受入国が企業に選んでもらう経済状況下にある｡ したがっ
て, 産業や企業を取捨選択して
を受け入れようとしたり, 困難なパフォーマンス) を外






	) [] には, 日本の製造業のアウトソーシングに関するアンケート調査の結果が掲載さ
れている｡ アウトソーシングについての詳細な統計データを入手することはきわめて困難であるから,
この調査結果は注目に値する｡ これによると, アウトソーシングを行う企業は, 年から年















なかったことにある｡ また, フラグメンテーションの取引形態が変動する各局面では, 輸出加
工区の企業と現地企業の双方に付与されたレントが重要な役割を果たした｡
年代以降, 東アジアの経済統合が実物面と制度面の両方で進み, 東アジア地域主義が
台頭した｡ これを受けて, アウトソーシングの活発化と多様化が起こったことから, フラグメ










本稿の作成に際して, 中村文隆教授 (明治大学) および匿名のレフェリーから有益なコ
メントを頂いた｡ ここに記して感謝の意を表する｡ もちろん, ありうべき誤りはすべて筆者の
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